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秀な人材を集め、グループ内人事、投資など
を決定する大きな権限を持ち、グループの新
事業の検討も行う。こうした強力な参謀組織
は素早 く正確な意思決定に役立ったと考えら
れる。また、アジア通貨危機後の構造調整後
のインセンティブ経営もスピー ドを生みだす
仕組みになっている。
　 日本企業の多 くは事業部が強く、既存事業
の選択と集中が容易ではない。オーナー企業
など、強いリーダシップを持つ企業であれ
ば、こうした参謀組織が機能する可能性もあ
るが、合議制を採 る多 くの口本企業への適応
は難しいかもしれない。
3)長期的なグローバル人材の育成 ・確保
　人材第一を唱える企業は日本でも多いが、
韓国大手企業ではトップマネジメントが人材
育成や確保にコミットしている点が異なる。
例えば、核心人材の確保状況を定期的に会長
がチェックし、収益確保だけでなく人材発掘
や育成の実績により経営陣を評価する仕組み
も持つ韓国企業もある。こうした企業では、
海外から博士号を持った役員級入材を採用す
ることが、グループ会社のCEOの役割とさ
れている。
　韓国企業のグmバ ル躍進を支えたのは、
グローバル人材の育成の結果とも言える。日
本でも有名なサムスンの 「地域専門家制度」
では、1990年以来60力国に計4,000人程度派
遣 したという。地域専門家としての研修から
帰国後、海外営業 ・マーケティングチームな
どに配属され、その後一部は概ね5年間の海
外駐在機会が付与される。駐在する時点で現
地語やビジネス習慣は理解できてお り、即戦
力としての活躍が期待される。帰国後も関連
業務に従事しながら、グローバルリーダー人
材としてキャリアアップの道が作 られている
など、長期的な人材育成とキャリア開発の仕
組みがあると言える。
　 日本企業の場合、現地の言葉ができない、
または経営の訓練を十分受けない状態で海外
に人員を派遣する企業 も多く、駐在 した後に
言葉の問題だけでなく、現地の経営の問題で
苦労することも多い。
韓国企業の課題
これまで韓国企業の強い面を強調してきた
面 もあるが、課題として3点挙げたい。
1)Fast　FollowerからFast　Mover
　への転換
　韓国はこれまで、Fast　Followerのビジ
ネスモデル、すなわち、市場分析や競合企業
の徹底的なベ ンチマークなどにより先行国 ・
企業に追いつ くというモデルで成長して き
た。一方、特に中国は韓国の成長モデルを研
究 し、韓国を追い上げてくる可能性もある。
韓国大手企業がi+,一界でトップレベルとなった
現在、韓国経済が持続的な成長を遂げるため
には、持続的な競争力を確保することが必要
であり、今後は新技術や製品、市場を牽引 し
てい くFirst　Moverへの転換が重要であ
る。これは簡単なことではないが、韓国企業
がこれまで確保 ・養成してきたグmバ ル人
材を活用するとともに、アライアンスなどに
よ り新事業を創造してい くことは可能だろ
う。
2)財閥経営とコーポレー トガバナンス改
　革
　アジア通貨危機後、オーナーを中心とした
財閥経営の色はrまった面 もあるが、現在も
グループ内で株式を持ち合 う循環出資構造
や、株主としての持ち分が少なくなってきて
いるにも関わらず経営に大 きな影響力を持つ
オーナー、オーナーの世襲などの問題もあ
る。外国人株主も多 くなってきていることか
ら、所有と経営の分離を進めていくことも課
題だろう。
3)人材のモチベーション維持
　インセンティブ経営は社員に大きなプレッ
シャーも与える。それがスピー ド経営の源泉
でもあったが、最近は社員の閉塞感 も生み出
していると聞く。また若年層は画一的な優等
生が多くなり、アグレッシブさが希薄になっ
てきており、新興国に転勤するのを嫌がる社
員も増えているそうである。これらは韓国が
豊かになったことと無関係ではない。日本も
豊かになり成長が鈍化し、アグレッシブさが
薄れた面もあるが、同様のことが韓国でも今
後起こる可能性 もある。社員数が多 くなる
と、これまでの成果 と処遇によるインセン
ティブ経営だけでなく、人材のモチベーショ
ン維持 ・向上が課題となってくるだろう。
最後に
　韓国企業のグローバル躍進の要因として、
マーケティング、スピード経営、人材育成の
3点を挙げた。スピー ド経営は全てのEi本企
業に適応できるものではないだろうが、グ
ローバル市場を意識したマーケティングの観
点から経営戦略を考え、グローバル人材育成
を進めることは可能だろう。円高が進むごと
に日本の輸出企業は研究開発投資を増加 し高
付加価値製品を開発 してきたが、マーケティ
ング投資が十分でなかったために売上や利益
増大に結びつかなかったのではないだろう
か。技術至上主義を超え、収益を上げるため
のビジネスを作 っていく必要があるのだろ
う。
　韓国企業と日本企業は製造業を中心とする
産業構造が類似しており、これまで韓国企業
は日本企業を研究してきた。韓国企業はこれ
までとは異なる成長モデルを見出すために、
世界の市場 ・企業を研究している。日本企業
は経営スタイルに違いがあるものの、韓国企
業から学ぶことも多いはずである。近くに良
きライバルがいることにより、互いに競い合
いながら成長することができる。
　 日本では、優れた技術 ・人材がいるもの
の、グローバルでのビジネスを本格的に手掛
けていないか上手 くいっていない企業もあ
る。韓国企業が弱い研究開発や技術を補完
し、共同でグローバル事業を進めていくこと
も可能だろう。一方で、日本企業には韓国企
業とのアライアンスには消極的な面もある。
世界金融危機後の世界市場は大 きく変わっ
た。日本市場が縮小する中で新興国の成長は
著しく、本格的に新興国での事業を進めてい
かなければ成長はできない。また、かつては
世界の先端を走っていた日本のセットメーカ
についていくことで自らの技術を磨いてきた
生産財メーカは、世界の先端を走る韓国大手
企業との取引を通 じて、技術向上を図る必要
が出てきている。こうした環境変化により、
日本企業のマインドも変わってくると考えら
れる。
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